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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第51期
第１四半期
連結累計期間

第52期
第１四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自 平成26年３月１日
至 平成26年５月31日

自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日

自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日

売上高 （百万円） 50,356 52,776 201,680

経常利益 （百万円） 1,168 1,313 4,502

四半期（当期）純利益 （百万円） 676 1,073 2,775

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 667 1,138 2,973

純資産額 （百万円） 38,899 41,496 41,210

総資産額 （百万円） 79,320 82,583 77,117

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 38.43 60.93 157.55

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.0 50.2 53.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

（食品関連事業）

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったわらべや福島株式会社を当社が吸収合併

したため、連結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用情勢に改善の動きがみられるな

ど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

　食品業界では、「安全・安心」を求める消費者意識が高まる中、原材料価格の上昇、雇用の改善に

ともなう人手不足・労働コストの上昇などもあり、引き続き厳しい経営環境となりました。

　このような状況下、当社グループは、主要顧客であるセブン-イレブンの積極的な出店や、チルド

温度帯商品の販売伸長などにより、売上を拡大しました。また、東北地区での売上増加に対応するた

め、新設の岩手工場で本年５月から生産を開始しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は527億７千６百万円（前年同期比24億１千９百万

円、4.8％増）、営業利益は12億９千８百万円（前年同期比１億７千７百万円、15.8％増）、経常利

益は13億１千３百万円（前年同期比１億４千４百万円、12.4％増）、四半期純利益は10億７千３百万

円（前年同期比３億９千６百万円、58.6％増）となりました。

　セグメントごとの事業概況は、以下のとおりです。

 

［食品関連事業］

　納品店舗数の増加、「おにぎり」や「チルド弁当」などの売上が伸長したことにより、売上高は

406億６千８百万円（前年同期比20億１千２百万円、5.2％増）、営業利益は８億２千７百万円（前年

同期比７千７百万円、10.3％増）となりました。

 

［食材関連事業］

　水産加工品の取扱高が増加したことなどにより、売上高は63億２千９百万円（前年同期比２億８千

１百万円、4.7％増）、営業利益は１億１千８百万円（前年同期比６千２百万円、110.1％増）となり

ました。

 

［物流関連事業］

　セブン-イレブンの店舗増加に伴い、共同配送事業の取扱高が増加したことなどにより、売上高は

34億７千７百万円（前年同期比２億４千６百万円、7.6％増）、営業利益は１億３千９百万円（前年

同期比２千２百万円、19.8％増）となりました。

 

［その他］

　売上高は23億１百万円（前年同期比１億２千１百万円、5.0％減）となりました。一方、営業利益

は、食品製造設備事業において利益率が改善し、３億１千６百万円（前年同期比１千７百万円、

6.0％増）となりました。
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（２）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

 

（３）研究開発活動

　当社グループは、多様化する消費者ニーズの変化にスピーディーに対応した値ごろ感のある高品質

の商品を提供できるよう、原材料から最終商品までのトータル的な商品開発を積極的に行い、食品と

しての「美味しさ」「安全性」について、日々研究に努めております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年５月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年７月２日）

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 17,625,660 17,625,660
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数　100株

計 17,625,660 17,625,660 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年５月31日 － 17,625 － 8,049 － 8,143

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年２月28日）に基づく株主名

簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式　　11,300

完全議決権株式（その他） 普通株式17,595,600 175,956 同上

単元未満株式 普通株式　　18,760 － 同上

発行済株式総数 17,625,660 － －

総株主の議決権 － 175,956 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」には、証券保管振替機構名義（議決権２個）が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年２月28日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
わらべや日洋株式会社

東京都小平市小川東町
５-７-10

11,300 － 11,300 0.06

計 － 11,300 － 11,300 0.06

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年

３月１日から平成27年５月31日まで）および第１四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27

年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,846 7,176

受取手形及び売掛金 17,403 20,814

商品及び製品 2,985 3,123

原材料及び貯蔵品 867 1,043

その他 2,634 3,595

貸倒引当金 △129 △128

流動資産合計 32,607 35,624

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 43,718 44,567

減価償却累計額 △26,350 △26,719

建物及び構築物（純額） 17,367 17,848

機械装置及び運搬具 18,550 19,589

減価償却累計額 △13,371 △13,237

機械装置及び運搬具（純額） 5,179 6,352

土地 12,382 12,382

建設仮勘定 514 27

その他 7,978 9,045

減価償却累計額 △3,885 △3,956

その他（純額） 4,093 5,088

有形固定資産合計 39,537 41,699

無形固定資産   

その他 580 653

無形固定資産合計 580 653

投資その他の資産   

その他 4,393 4,609

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 4,391 4,606

固定資産合計 44,509 46,959

資産合計 77,117 82,583
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年５月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,978 12,742

短期借入金 100 －

1年内返済予定の長期借入金 1,120 1,005

未払金 9,174 9,624

未払法人税等 968 495

賞与引当金 860 1,319

役員賞与引当金 － 35

その他 2,851 4,893

流動負債合計 26,053 30,116

固定負債   

長期借入金 3,200 2,975

退職給付に係る負債 2,167 2,546

資産除去債務 1,011 1,051

その他 3,474 4,396

固定負債合計 9,853 10,970

負債合計 35,906 41,087

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,049 8,049

資本剰余金 8,143 8,143

利益剰余金 24,704 24,926

自己株式 △17 △17

株主資本合計 40,881 41,102

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 166 207

繰延ヘッジ損益 18 43

為替換算調整勘定 138 135

退職給付に係る調整累計額 5 7

その他の包括利益累計額合計 329 394

純資産合計 41,210 41,496

負債純資産合計 77,117 82,583
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

売上高 50,356 52,776

売上原価 43,006 45,113

売上総利益 7,350 7,662

販売費及び一般管理費 6,228 6,364

営業利益 1,121 1,298

営業外収益   

受取利息 2 3

受取配当金 4 1

受取賃貸料 55 52

その他 73 26

営業外収益合計 136 84

営業外費用   

支払利息 25 21

賃貸収入原価 39 35

その他 24 13

営業外費用合計 89 70

経常利益 1,168 1,313

税金等調整前四半期純利益 1,168 1,313

法人税、住民税及び事業税 669 578

法人税等調整額 △177 △338

法人税等合計 491 239

少数株主損益調整前四半期純利益 676 1,073

四半期純利益 676 1,073
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 676 1,073

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 12 41

繰延ヘッジ損益 1 24

為替換算調整勘定 △22 △3

退職給付に係る調整額 － 2

その他の包括利益合計 △9 64

四半期包括利益 667 1,138

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 667 1,138
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1)連結範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、連結子会社であったわらべや福島株式会社を当社が吸収合併し

たため、連結の範囲から除外しております。
 

(2)変更後の連結子会社数

９社
 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25

号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文お

よび退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用

し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の

期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支給

見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更し

ております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に

伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が365百万円増加し、利益剰余

金が235百万円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税

金等調整前四半期純利益にあたえる影響は軽微です。
 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

　非連結子会社の株式会社日鰻の金融機関からの借入金に対して株式会社日洋が債務保証を行っ

ております。

 
前連結会計年度

（平成27年２月28日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年５月31日）

保証額 899百万円 799百万円

 

２　コミットメントライン契約

　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

　当第１四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

 
前連結会計年度

（平成27年２月28日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年５月31日）

貸出コミットメントの総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 5,000 5,000
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日）

減価償却費 1,002百万円 1,057百万円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日
定時株主総会

普通株式 616 35.0 平成26年２月28日 平成26年５月23日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年5月28日
定時株主総会

普通株式 616 35.0 平成27年2月28日 平成27年5月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 
食品関連
事　　業

食材関連
事　　業

物流関連
事　　業

計

売上高         

外部顧客に対する売上高 38,656 6,047 3,230 47,934 2,422 50,356 － 50,356

セグメント間の
内部売上高または振替高

－ 479 787 1,267 6,688 7,955 △7,955 －

計 38,656 6,527 4,017 49,201 9,110 58,312 △7,955 50,356

セグメント利益 750 56 116 923 298 1,221 △100 1,121

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品製造設備の販売、人材派遣、

業務請負を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△100百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 
食品関連
事　　業

食材関連
事　　業

物流関連
事　　業

計

売上高         

外部顧客に対する売上高 40,668 6,329 3,477 50,475 2,301 52,776 － 52,776

セグメント間の
内部売上高または振替高

－ 597 896 1,493 5,563 7,057 △7,057 －

計 40,668 6,926 4,373 51,969 7,864 59,833 △7,057 52,776

セグメント利益 827 118 139 1,085 316 1,402 △103 1,298

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品製造設備の販売、人材派遣、

業務請負を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△103百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

　共通支配下の取引等
（連結子会社の吸収合併）

　当社は、平成27年１月７日開催の取締役会決議に基づき、連結子会社であるわらべや福島株式
会社を吸収合併しました。
 

１. 結合当事企業の名称およびその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称ならびに取引の目的を含む取引の概要

（１）結合当事企業の名称およびその事業内容

　　　企業の名称　わらべや福島株式会社

　　　事業の内容　食品の製造

（２）企業結合日　平成27年３月１日

（３）企業結合の法的形式

　　　当社を存続会社、わらべや福島株式会社を消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称

　　　わらべや日洋株式会社

（５）取引の目的を含む取引の概要

　わらべや福島株式会社は、平成７年10月の操業開始以降、主として福島県内のセブン-

イレブン向けの米飯商品を製造してきました。

　当社は、本年５月に稼働した当社岩手工場と、わらべや福島株式会社福島工場の一体運

営による商品開発および生産の効率化を目的として、わらべや福島株式会社を吸収合併し

ました。
 

２. 実施した会計処理の概要

　本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表
分）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適
用指針第10号　平成20年12月26日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理しておりま
す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 38円43銭 60円93銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円） 676 1,073

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 676 1,073

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,614 17,614

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成27年７月２日

わらべや日洋株式会社

         取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 米　　山　　昌　　良　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 米　　村　　仁　　志　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　　原　　　 選 　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて
いるわらべや日洋株式会社の平成２７年３月１日から平成２８年２月２９日までの連結会計年度の第１
四半期連結会計期間（平成２７年３月１日から平成２７年５月３１日まで）及び第１四半期連結累計期
間（平成２７年３月１日から平成２７年５月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半
期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、わらべや日洋株式会社及び連結子
会社の平成２７年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営
成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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